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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　呈色性化合物と顕色剤とを含有するカプセル化された微粒子と、バインダー樹脂を含有
する微粒子とを酸性の金属塩を含む凝集剤の存在下で分散媒中において凝集および融着さ
せ、
　前記呈色性化合物と前記顕色剤とを含有するカプセル化された微粒子と前記バインダー
樹脂を含有する微粒子とを融着させて得られる粒子を、２５℃におけるろ液のｐHの値が
６～９となるまで洗浄する、
　加熱により前記顕色剤と前記呈色性化合物とを解離させる消色剤を含み、かつ前記酸性
の金属塩の含有量が1重量％以下であり、２５℃において、ｐH５．５～７の水に対して、
トナーと水との質量の割合を１：１０として分散させたときのｐHが６～９である消色可
能な電子写真用トナーの製造方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の方法において、
　前記呈色性化合物と前記顕色剤とを含有するカプセル化された微粒子と前記バインダー
樹脂とを含有する微粒子とを融着させて得られる粒子を、前記ろ液の導電率が１０μS／
ｃｍ以下となるまで洗浄する消色可能な電子写真用トナーの製造方法。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の方法において、
　得られるトナーの、２５℃において、ｐH５．５～７の水に対して、トナーと水との質
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量の割合を１：１０として分散させたときのｐHが６～７．５である消色可能な電子写真
用トナーの製造方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この明細書に記載の実施形態は、消色操作により記録媒体に形成した画像を消去するこ
とができる電子写真用トナーについての技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　呈色性化合物、顕色剤、また、必要に応じて消色剤を含有し、消色により記録媒体に形
成された画像を消去可能であるトナーの製造方法には、通常、溶融混練法が採用されてい
る。溶融混練法は、バインダー樹脂、呈色性化合物、顕色剤、ワックスなどの離型剤、帯
電制御剤等を溶融混練し、冷却後に、微粉砕し、分級して所望のトナー粒子を製造する方
法である。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかしながら、高画質化のためにトナーの小粒径化が求められているが、溶融混練法で
は小粒径化には限界がある。
【０００４】
　この明細書は上述した問題点を解決するためになされたものであり、消色操作によって
より画像濃度を小さくすることができる電子写真用トナーを実現できる技術を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　この明細書は、呈色性化合物と顕色剤とバインダー樹脂と離型剤とを含有し、２５℃に
おいて、ｐH５．５～７の水に対して、トナーと水との質量の割合を１：１０として分散
させたときのｐHが６～９である消色可能な電子写真用トナーに関する。
【図面の簡単な説明】
【０００６】
【図１】残留したpH調整剤や酸性の金属塩の影響を説明するための模式図である。
【図２】本実施形態の電子写真用トナーの製造方法の一例に係る処理フローである。
【図３】実施例のトナーの特性を示す表である。
【発明を実施するための形態】
【０００７】
　本実施形態の消色可能なトナーにおいては、呈色性化合物と顕色剤とバインダー樹脂と
離型剤とを含有し、２５℃において、ｐH５.５～７の水に対してトナーと水との質量の割
合を１：１０として分散させたときのｐHが６～９である。
【０００８】
　以下、実施の形態について図面を参照しつつ説明する。
　従来、消色可能であるトナーにおいては、混練粉砕法による製造が行われていた。しか
し、混練粉砕法においてはトナーの小粒径化には限界がある。
　そこで本発明者は、製造方法の一例として、分散媒中において、呈色性化合物および顕
色剤と、バインダー樹脂とを凝集および融着させる工程を経て製造することを着想した。
【０００９】
　一方、当該凝集については、硫酸マグネシウム、硫酸アルミニウムなど、１価または多
価の酸性の金属塩（以下、単に金属塩とも称す）を凝集剤として用いることができる。ま
た、凝集および融着の速度を制御するために、ｐH調整剤や界面活性剤を分散媒中に添加
することもできる。
【００１０】
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　しかし、この場合、トナー中に残存した凝集、融着工程で使用した酸性の金属塩やｐH
調整剤の酸性分の影響で、画像の消去を十分に行うことができない場合、また、トナー中
に残存した界面活性剤がトナーの環境変動を悪化させる場合があった。
【００１１】
　金属塩やｐH調整剤の影響を、図１を用いて具体的に説明する。図１中、１１は消色可
能であるトナーであり、１３は顕色剤であり、１５は呈色性化合物である。また、１９は
、顕色剤１３および呈色性化合物１５がカプセル化された微粒子である。また、２１はｐ
H調整剤であり、２３は金属塩である。さらに、３１は、結合を表している。さらにまた
、３３は、基材である。
【００１２】
　図１に示すように、顕色剤１３および呈色性化合物１５がカプセル化された微粒子１９
を含むトナー１１について定着処理が行われ、基材３３上に像が形成される。このとき、
顕色剤１３と呈色性化合物１５とは結合しており、呈色性化合物が発色状態にある。
【００１３】
　また、基材３３について加熱による消色操作が行われると、顕色剤１３と呈色性化合物
１５とが解離し、色が消えて画像を消去することができる。
　しかし、トナー中に金属塩２３やｐH調整剤２１が残留していると、これらの金属塩２
３やｐH調整剤２１が消色操作時に一部の呈色性化合物１５と反応し、当該一部の呈色性
化合物１５において発色状態が維持されることがあった。そして、その結果、消色操作を
行っても、画像の消去を十分に行うことができない場合があった。
【００１４】
　そこで、本発明者は、鋭意研究の結果、２５℃において、ｐH５．５～７の水に対して
、トナーと水との質量の割合を１：１０として分散させたときのｐH（以下、単に分散ｐH
とも称す）が６～９とすることにより、消去操作時に呈色性化合物とトナー中に残存する
金属塩やpH調整剤との結合を抑制することができ、またトナー中に残存する界面活性剤を
抑制することができるため、画像の消去を十分に行うことができ、かつ環境変動が良好な
トナーを得ることが出来ることを見出した。なお、当該分散ｐHの値は、６～７．５であ
ることが好ましい。
【００１５】
　トナーの分散ｐHが６未満となる場合、範囲内にある場合よりも消色操作時にロイコ染
料と酸性の金属塩との反応を抑制することができない。そのため、範囲内にある場合より
も画像濃度を小さくすることができない。
　また、トナーの分散ｐHが９より大きい場合、範囲内にある場合よりも吸湿性が高くな
るので、トナーの環境変動が顕著に大きくなる。その結果、例えば、当該トナーを用いて
画像を生成する際に、その画像が不鮮明となる場合がある。
【００１６】
　さらに、本実施形態のトナーにおいては、凝集剤として酸性の金属塩を用いることがで
きる。その際、含有される酸性の金属塩の割合の上限が、トナーに対し、１質量％である
ことが好ましい。トナーにおける酸性の金属塩の割合を１質量％以下とすることで、消色
処理時における画像濃度をさらに小さくすることができる。また、含有される酸性金属塩
の割合が１質量％を超えると、範囲内にある場合と比較して、定着時にトナーの溶融粘度
が上昇してしまうことと、またトナー抵抗を低下させ、帯電特性を悪化させることから、
1質量%以下が好適である。
【００１７】
　なお、本実施形態において、酸性の金属塩とは、水に溶解したときにpHが酸性を示す金
属塩をいう。酸性の金属塩としては、具体的には、硫酸ナトリウム、燐酸水素二ナトリウ
ムや硫酸マグネシウム、硫酸アルミニウム、などの強酸と弱塩基の組み合わせの金属塩を
挙げることができる。これらは、例えば、凝集、融着工程において凝集剤として用いられ
、例えば当該凝集、融着工程において主にトナー中に混入する。
【００１８】
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　なお、金属塩の含有量の下限値は特に限定されないが、例えば０とすることができる。
言い換えれば、金属塩を実質的に含まないように構成することができる。
【００１９】
　まず、本実施形態のトナーの構成について説明する。
　本実施形態のトナーは、着色剤と、バインダー樹脂と、離型剤とを有する。
なお、本明細書において、着色剤とは、トナーに色を付与する１種の化合物、または組成
物をいう。本実施形態において、着色剤は、呈色性化合物と、顕色剤とを有する。
【００２０】
　呈色性化合物は、結合するときに、顕色剤からプロトンを受け取る電子供与性化合物で
ある。本実施形態において、呈色性化合物は、特に限定されず当業者が適宜設定できるが
、例えばロイコ染料を用いることができる。ロイコ染料は、例えば、ジフェ二ルメタンフ
タリド類、フェニルインドリルフタリド類、インドリルフタリド類、ジフェニルメタンア
ザフタリド類、フェニルインドリルアザフタリド類、フルオラン類、スチリノキノリン類
、ジアザローダミンラクトン類等が挙げられる。
【００２１】
　具体的には、３，３－ビス（ｐ－ジメチルアミノフェニル）－６－ジメチルアミノフタ
リド、３－（４－ジエチルアミノフェニル）－３－（１－エチル－２－メチルインドール
－３－イル）フタリド、３，３－ビス（１－ｎ－ブチル－２－メチルインドール－３－イ
ル）フタリド、３，３－ビス（２－エトキシ－４－ジエチルアミノフェニル）－４－アザ
フタリド、３－（２－エトキシ－４－ジエチルアミノフェニル）－３－（１－エチル－２
－メチルインドール－３－イル）－４－アザフタリド、３－〔２－エトキシ－４－（Ｎ－
エチルアニリノ）フェニル〕－３－（１－エチル－２－メチルインドール－３－イル）－
４－アザフタリド、３，６－ジフェニルアミノフルオラン、３，６－ジメトキシフルオラ
ン、３，６－ジ－ｎ－ブトキシフルオラン、２－メチル－６－（Ｎ－エチル－Ｎ－ｐ－ト
リルアミノ）フルオラン、２－Ｎ，Ｎ－ジベンジルアミノ－６－ジエチルアミノフルオラ
ン、３－クロロ－６－シクロヘキシルアミノフルオラン、２－メチル－６－シクロヘキシ
ルアミノフルオラン、２－（２－クロロアニリノ）－６－ジ－ｎ－ブチルアミノフルオラ
ン、２－（３－トリフルオロメチルアニリノ）－６－ジエチルアミノフルオラン、２－（
Ｎ－メチルアニリノ）－６－（Ｎ－エチル－Ｎ－ｐ－トリルアミノ）フルオラン、１，３
－ジメチル－６－ジエチルアミノフルオラン、２－クロロ－３－メチル－６－ジエチルア
ミノフルオラン、２－アニリノ－３－メチル－６－ジエチルアミノフルオラン、２－アニ
リノ－３－メチル－６－ジ－ｎ－ブチルアミノフルオラン、２－キシリジノ－３－メチル
－６－ジエチルアミノフルオラン、１，２－ベンツ－６－ジエチルアミノフルオラン、１
，２－ベンツ－６－（Ｎ－エチル－Ｎ－イソブチルアミノ）フルオラン、１，２－ベンツ
－６－（Ｎ－エチル－Ｎ－イソアミルアミノ）フルオラン、２－（３－メトキシ－４－ド
デコキシスチリル）キノリン、スピロ〔５Ｈ－（１）ベンゾピラノ（２，３－ｄ）ピリミ
ジン－５，１′（３′Ｈ）イソベンゾフラン〕－３′－オン，２－（ジエチルアミノ）－
８－（ジエチルアミノ）－４－メチル－、スピロ〔５Ｈ－（１）ベンゾピラノ（２，３－
ｄ）ピリミジン－５，１′（３′Ｈ）イソベンゾフラン〕－３′－オン，２－（ジ－ｎ－
ブチルアミノ）－８－（ジ－ｎ－ブチルアミノ）－４－メチル－、スピロ〔５Ｈ－（１）
ベンゾピラノ（２，３－ｄ）ピリミジン－５，１′（３′Ｈ）イソベンゾフラン〕－３′
－オン，２－ジ－ｎ－ブチルアミノ）－８－（ジエチルアミノ）－４－メチル－、スピロ
〔５Ｈ－（１）ベンゾピラノ（２，３－ｄ）ピリミジン－５，１′（３′Ｈ）イソベンゾ
フラン〕－３′－オン，２－（ジ－ｎ－ブチルアミノ）－８－（Ｎ－エチル－Ｎ－ｉ－ア
ミルアミノ）－４－メチル－、スピロ〔５Ｈ－（１）ベンゾピラノ（２，３－ｄ）ピリミ
ジン－５，１′（３′Ｈ）イソベンゾフラン〕－３′－オン，２－（ジ－ｎ－ブチルアミ
ノ）－８－（ジ－ｎ－ブチルアミノ）－４－フェニル、３－（２－メトキシ－４－ジメチ
ルアミノフェニル）－３－（１－ブチル－２－メチルインドール－３－イル）－４，５，
６，７－テトラクロロフタリド、３－（２－エトキシ－４－ジエチルアミノフェニル）－
３－（１－エチル－２－メチルインドール－３－イル）－４，５，６，７－テトラクロロ
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フタリド、３－（２－エトキシ－４－ジエチルアミノフェニル）－３－（１－ペンチル－
２－メチルインドール－３－イル）－４，５，６，７－テトラクロロフタリド等である。
さらに、ピリジン系、キナゾリン系、ビスキナゾリン系化合物等を挙げることができる。
これらは、２種以上混合して使用してもよい。
【００２２】
　本実施形態に用いられる顕色剤は、ロイコ染料等の呈色性化合物にプロトンを与える電
子受容性化合物である。例えば、顕色剤は、フェノール類、フェノール金属塩類、カルボ
ン酸金属塩類、芳香族カルボン酸及び炭素数２～５の脂肪族カルボン酸、ベンゾフェノン
類、スルホン酸、スルホン酸塩、リン酸類、リン酸金属塩類、酸性リン酸エステル、酸性
リン酸エステル金属塩類、亜リン酸類、亜リン酸金属塩類、モノフェノール類、ポリフェ
ノール類、１、２、３－トリアゾール及びその誘導体等があり、さらにその置換基として
アルキル基、アリール基、アシル基、アルコキシカルボニル基、カルボキシ基及びそのエ
ステル又はアミド基、ハロゲン基等を有するもの、及びビス型、トリス型フェノール等、
フェノール－アルデヒド縮合樹脂等、さらにそれらの金属塩が挙げられる。これらは、２
種以上混合して使用してもよい。
【００２３】
　具体的には、フェノール、ｏ－クレゾール、ターシャリーブチルカテコール、ノニルフ
ェノール、ｎ－オクチルフェノール、ｎ－ドデシルフェノール、ｎ－ステアリルフェノー
ル、ｐ－クロロフェノール、ｐ－ブロモフェノール、ｏ－フェニルフェノール、ｐ－ヒド
ロキシ安息香酸ｎ－ブチル、ｐ－ヒドロキシ安息香酸ｎ－オクチル、ｐ－ヒドロキシ安息
香酸ベンジル、ジヒドロキシ安息香酸またはそのエステル、たとえば２，３－ジヒドロキ
シ安息香酸、３，５－ジヒドロキシ安息香酸メチル、レゾルシン、没食子酸、没食子酸ド
デシル、没食子酸エチル、没食子酸ブチル、没食子酸プロピル、２，２－ビス（４－ヒド
ロキシフェニル）プロパン、４，４－ジヒドロキシジフェニルスルホン、１，１－ビス（
４－ヒドロキシフェニル）エタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル
）プロパン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルフィド、１－フェニル－１，１－ビス
（４－ヒドロキシフェニル）エタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－３－メ
チルブタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－２－メチルプロパン、１，１－
ビス（４－ヒドロキシフェニル）ｎ－ヘキサン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル
）ｎ－ヘプタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ｎ－オクタン、１，１－ビス
（４－ヒドロキシフェニル）ｎ－ノナン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ｎ－
デカン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ｎ－ドデカン、２，２－ビス（４－ヒ
ドロキシフェニル）ブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）エチルプロピオネ
ート、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－４－メチルペンタン、２，２－ビス（
４－ヒドロキシフェニル）ヘキサフルオロプロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェ
ニル）ｎ－ヘプタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ｎ－ノナン、２，４－ジ
ヒドロキシアセトフェノン、２，５－ジヒドロキシアセトフェノン、２，６－ジヒドロキ
シアセトフェノン、３，５－ジヒドロキシアセトフェノン、２，３，４－トリヒドロキシ
アセトフェノン、２，４－ジヒドロキシベンゾフェノン、４，４’－ジヒドロキシベンゾ
フェノン、２，３，４－トリヒドロキシベンゾフェノン、２，４，４’－トリヒドロキシ
ベンゾフェノン、２，２’，４，４’－テトラヒドロキシベンゾフェノン、２，３，４，
４’－テトラヒドロキシベンゾフェノン、２，４’－ビフェノール、４，４’－ビフェノ
ール、４－［（４－ヒドロキシフェニル）メチル］－１，２，３－ベンゼントリオール、
４－［（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）メチル］－１，２，３－ベンゼン
トリオール、４，６－ビス［（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）メチル］－
１，２，３－ベンゼントリオール、４，４’－［１，４－フェニレンビス（１－メチルエ
チリデン）ビス（ベンゼン－１，２，３－トリオール）］、４，４’－［１，４－フェニ
レンビス（１－メチルエチリデン）ビス（１，２－ベンゼンジオール）］、４，４’，４
’’－エチリデントリスフェノール、４，４’－（１－メチルエチリデン）ビスフェノー
ル、メチレントリス－ｐ－クレゾール等がある。
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【００２４】
　本実施形態に係るトナーを構成するバインダー樹脂は、特に限定されず当業者が適宜設
定することができる。
　例えば、該バインダー樹脂は、ジカルボン酸成分とジオール成分とをエステル化反応を
経て重縮合して得られるポリエステル系樹脂およびポリスチレン系樹脂とすることができ
る。
【００２５】
　このうち、ジカルボン酸成分としては、テレフタル酸、フタル酸、イソフタル酸等の芳
香族ジカルボン酸、フマル酸、マレイン酸、コハク酸、アジピン酸、セバシン酸、グルタ
ル酸、ピメリン酸、シュウ酸、マロン酸、シトラコン酸、イタコン酸等の脂肪族カルボン
酸、等が挙げられる。
【００２６】
　また、ジオール成分としては、エチレングリコール、プロピレングリコール、１，４－
ブタンジオール、１，３－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサ
ンジオール、ネオペンチングリコール、トリメチレングリコール、トリメチロールプロパ
ン、ペンタエリストール等の脂肪族ジオール、１，４－シクロヘキサンジオール、１，４
－シクロヘキサンジメタノール等の脂環族ジオール、ビスフェノールＡ等のエチレンオキ
シドまたはプロピレンオキシド付加物等を挙げることができる。
【００２７】
　また、1,2,4－ベンゼントリカルボン酸（トリメリット酸）やグリセリン等の3価以上の
多価のカルボン酸や多価のアルコール成分を用いて、上記のポリエステル成分を架橋構造
にしてもよい。
【００２８】
　本実施形態のトナーにおいては、組成の異なる２種類以上のポリエステル樹脂を混合し
て使用してもよい。
　また、本実施形態のトナーにおいて、ポリエステル樹脂は、非晶性でも結晶性でも良い
。
【００２９】
　また、ポリスチレン系樹脂としては、芳香族ビニル成分と（メタ）アクリル酸エステル
成分とを共重合させたものが好ましい。芳香族ビニル成分として、スチレン、α-メチル
スチレン、o－メチルスチレン、ｐ－クロロスチレン等が挙げられる。アクリル酸エステ
ル成分として、エチルアクリレート、プロピルアクリレート、ブチルアクリレート、２－
エチルヘキシルアクリレート、ブチルメタクリレート、エチルメタクリレート、メチルメ
タクリレート等が挙げられる。この中ではブチルアクリレートを用いるのが一般的である
。重合方法としては、一般的に乳化重合法が採られ、各成分の単量体を、乳化剤を含んだ
水相中でラジカル重合することにより得られる。
【００３０】
　なお、ポリエステル樹脂およびポリスチレン系の樹脂のガラス転移温度は、30℃以上55
℃以下が望ましい。ガラス転移温度が30℃より低い場合、消色後にトナーが乗っていた部
分に不自然な光沢が出てしまい、またトナー保存性も悪化してしまう。一方、ガラス転移
温度が55℃より高い場合、低温定着性が得られない。
【００３１】
　ポリエステル系樹脂の重量平均分子量Ｍｗは５０００以上３００００以下が望ましい。
一方、ポリスチレン系樹脂の重量平均分子量Ｍｗは１００００以上７００００以下がより
望ましい。重量平均分子量Ｍｗが５０００（ポリスチレン系樹脂の場合は１００００）未
満である場合、範囲内にあるよりもトナーの耐熱保存性が低下する。また、重量平均分子
量Ｍｗが３００００（ポリスチレン系樹脂の場合は７００００）より大きい場合、範囲内
にある場合よりも定着温度が高くなるため、定着処理における電力消費量を抑える観点か
ら好ましくない。
【００３２】
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　トナー中に含有される離型剤については、特に限定されない。例えば、低分子量ポリエ
チレン、低分子量ポリプロピレン、ポリオレフィン共重合物、ポリオレフィンワックス、
マイクロクリスタリンワックス、パラフィンワックス、フィッシャートロプシュワックス
の如き脂肪族炭化水素系ワックス、酸価ポリエチレンワックスの如き脂肪族炭化水素系ワ
ックスの酸化物、または、それらのブロック共重合体、キャンデリラワックス、カルナバ
ワックス、木ろう、ホホバろう、ライスワックスの如き植物系ワックス、みつろう、ラノ
リン、鯨ろうの如き動物系ワックス、オゾケライト、セレシン、ぺトロラクタムの如き鉱
物系ワックス、モンタン酸エステルワックス、カスターワックスの如き脂肪酸エステルを
主成分とするワックス類、脱酸カルナバワックスの如き脂肪酸エステルを一部または全部
を脱酸化したものなどがあげられる。さらに、パルミチン酸、ステアリン酸、モンタン酸
、あるいは更に長鎖のアルキル基を有する長鎖アルキルカルボン酸類の如き飽和直鎖脂肪
酸、ブラシジン酸、エレオステアリン酸、パリナリン酸の如き不飽和脂肪酸、ステアリル
アルコール、エイコシルアルコール、ベヘニルアルコール、カルナウビルアルコール、セ
リルアルコール、メリシルアルコール、あるいは更に長鎖のアルキル基を有する長鎖アル
キルアルコールの如き飽和アルコール、ソルビトールの如き多価アルコール、リノール酸
アミド、オレイン酸アミド、ラウリン酸アミドの如き脂肪酸アミド、メチレンビスステア
リン酸アミド、エチレンビスカプリン酸アミド、エチレンビスラウリン酸アミド、ヘキサ
メチレンビスステアリン酸アミドの如き飽和脂肪酸ビスアミド、エチレンビスオレイン酸
アミド、ヘキサメチレンビスオレイン酸アミド、Ｎ，Ｎ′－ジオレイルアジピン酸アミド
、Ｎ，Ｎ′－ジオレイルセバシン酸アミドの如き不飽和脂肪酸アミド類、ｍ－キシレンビ
スステアリン酸アミド、Ｎ，Ｎ′－ジステアリルイソフタル酸アミドの如き芳香族系ビス
アミド、ステアリン酸カルシウム、ラウリン酸カルシウム、ステアリン酸亜鉛、ステアリ
ン酸マグネシウムの如き脂肪酸金属塩（－般に金属石けんといわれているもの）、脂肪族
炭化水素系ワックスにスチレンやアクリル酸の如きビニル系モノマーを用いてグラフト化
させたワックス、ベヘニン酸モノグリセリドの如き脂肪酸と多価アルコールの部分エステ
ル化物、植物性油脂を水素添加することによって得られるヒドロキシル基を有するメチル
エステル化合物が挙げられる。
【００３３】
　また、本実施形態に係るトナーには、消色剤、帯電制御剤、および外添剤等の他の成分
が、含有または外面において保持されるようにしてもよい。
　消色剤は、顕色剤と優先的に相溶して呈色性化合物と顕色剤との間の相互作用を減少さ
せて消色させる作用を有する物質であり、本実施形態においては公知のものを使用するこ
とができる。本実施形態のトナーは消色剤を含まない場合でも加熱により消色可能である
が、当該消色剤を含むことにより、より速やかに消色処理を行うことができる。
　当該消色剤は、例えば、後述する呈色性化合物と顕色剤とがカプセル化される微粒子中
に含有されるようにすることができる。
【００３４】
　帯電制御剤としては、含金属アゾ化合物が用いられ、金属元素が鉄、コバルト、クロム
の錯体、錯塩、あるいはその混合物が望ましい。また、帯電制御剤として、含金属サリチ
ル酸誘導体化合物も用いることができる。含金属サリチル酸誘導体化合物を用いる場合、
その金属元素は、ジルコニウム、亜鉛、クロム、ボロンの錯体、錯塩、あるいはその混合
物が望ましい。当該帯電制御剤の配合により、摩擦帯電電荷量を制御することができる。
【００３５】
　また、外添剤は、例えば、流動性や帯電性を調整するために、トナー粒子に対して０．
０１～２０質量％の無機微粒子を外添混合することができる。このような無機微粒子とし
てはシリカ、チタニア、アルミナ、チタン酸ストロンチウム、酸化錫等を単独であるいは
2種以上混合して使用することができる。無機微粒子は疎水化剤で表面処理されたものを
使用することが環境安定性向上の観点から好ましい。また、このような無機酸化物以外に
１μｍ以下の樹脂微粒子をクリーニング性向上のために外添してもよい。
【００３６】
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　なお、トナーを構成する各成分の含有割合は特に限定されず、当業者が適宜設定できる
。
【００３７】
　続いて、本実施形態のトナーの製造方法における工程の一例について、図２のフローを
用いて説明する。
　まず、Ａｃｔ１０１において、呈色性化合物と顕色剤とがカプセル化された微粒子の分
散液（以下、第１の分散液とも称す）を調製する。
【００３８】
　当該調製は、公知のマイクロカプセル化方法に基づき生成された微粒子を水などの分散
媒に分散させることにより行うことができる。採用できる方法として、具体的には、コア
セルベーション法、界面重合法、In situ重合法、噴霧乾燥法などを挙げる方法ができる
。当該調製は、より具体的には、例えば特開昭６０－２６４２８５号公報に記載された方
法に従って行うことができる。
【００３９】
　第１の分散液の調製に先立ち、加熱することにより予め呈色性化合物と顕色剤とを結合
させて発色状態とすることで、着色剤を構成することができる。当該着色剤の構成過程は
、公知の方法に従って行うことができる。
　次に、Act１０２において、バインダー樹脂と離型剤とを含む微粒子の分散液（以下、
第２の分散液とも称す）を調製する。当該第２の分散液は、例えば、分散媒中で、ポリエ
ステル樹脂と離型剤とを用いて、機械的せん断による機械的乳化法により微粒子を生成す
ることにより得ることができる。また、他の態様として、スチレンアクリル樹脂などの乳
化重合微粒子や離型剤が分散された分散液や、転相乳化法等により有機溶剤に溶解させた
バインダー樹脂を析出させて得られた粒子と離型剤との分散液を用いることができる。
【００４０】
　次に、第１の分散液と第２の分散液とを混合し、呈色性化合物と顕色剤とがカプセル化
された微粒子と、バインダー樹脂と離型剤とを含有する微粒子とについて、凝集処理を行
う（Ａｃｔ１０３）。続いて、凝集した微粒子について融着処理を行う（Ａｃｔ１０４）
。
【００４１】
　Ａｃｔ１０３においては、まず、第１の分散液と第２の分散液とを混合して加熱、攪拌
しながら、凝集剤を添加する。続いて、混合した分散液をさらに加熱することにより、凝
集処理を行う。凝集剤の種類、添加量は、呈色性化合物、顕色剤、バインダー樹脂等の種
類や、分散液中の凝集処理に供される微粒子の分散安定性、融着後に得られる凝集粒子の
粒径等に応じて当業者が適宜設定できる。また、凝集処理における加熱温度も、呈色性化
合物、顕色剤、バインダー樹脂等の種類に応じて、当業者が適宜設定することができる。
【００４２】
　凝集剤としては、例えば、塩化ナトリウム、塩化カリウム、塩化リチウム、硫酸ナトリ
ウム等の１価の金属塩、塩化マグネシウム、塩化カルシウム、硫酸マグネシウム、硝酸カ
ルシウム、塩化亜鉛、塩化第二鉄、硫酸第二鉄等の２価の金属塩、硫酸アルミニウム、塩
化アルミニウム等の３価の金属塩が使用できる。
【００４３】
　次に、Act104において、加熱によりバインダー樹脂の流動性を高めることにより、凝集
した微粒子を融着させる。
　融着処理における加熱温度は、使用されるバインダー樹脂の種類（具体的には、使用さ
れるバインダー樹脂のガラス転移温度Ｔｇ）に応じ、設定することができる。より具体的
には、当該バインダー樹脂のガラス転移温度以上であって消色開始温度（結合している呈
色性化合物と顕色剤とが解離し、消色が開始する温度）以下の範囲で適宜設定することが
できる。
　なお、消色剤等の他の成分を含有させる場合には、例えば、呈色性化合物と顕色剤とが
カプセル化された微粒子の生成する段階や凝集処理の段階において混合するようにしても
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よい。
　また、バインダー樹脂の種類や固形分濃度、凝集剤の種類によっては、凝集と融着が同
時に行われることもある。
【００４４】
　さらに、例えば、凝集および融着の進行を早めるためや、融着により生成される粒子（
融着粒子とも称す）の形状を制御するために、ｐH調整剤や界面活性剤の添加を行うこと
が可能である。
　凝集および融着処理の一例としては、第１の分散液と第２の分散液とを混合し、当該混
合分散液をその温度が４０℃となるように加熱する。次に、攪拌しながら凝集剤としての
硫酸アルミニウムを当該混合分散液に添加する。続いて、混合分散液を攪拌しながら徐々
に混合分散液の温度を上げ、８０℃において保持して融着粒子を得る。当該融着粒子の粒
径は、例えば１０ミクロンとすることができる。
【００４５】
　なお、本実施形態においては、バインダー樹脂を含有する微粒子中に離型剤を混在させ
ているが、これに限定されるものではない。例えば、Act１０３の凝集過程において離型
剤が混合された分散液中に添加されることで、生成されるトナー中に加えられるようにし
てもよい。
【００４６】
　続いて、Ａｃｔ１０５において、得られた融着粒子を洗浄、乾燥してトナーを生成する
。生成されたトナーには、必要に応じ、外添剤が外添される。
　本実施形態において洗浄を行うための装置は特に限定されないが、例えば遠心分離装置
やフィルタープレスなどが好適に用いられる。また、洗浄液としては、例えば、水、イオ
ン交換水、精製水、酸性に調整された水や塩基性に調整された水などを使用することがで
きる。
【００４７】
　当該洗浄過程においては、洗浄ろ過を繰り返し、含水ケーキを得る。ここで、洗浄の際
の、２５℃におけるろ液（以下、洗浄ろ液とも称す）のｐHが６～９となるまで洗浄する
。これにより、得られるトナーの分散ｐHを６～９とすることができる。さらに、その際
の、２５℃の洗浄ろ液の導電率の上限は１０μS／ｃｍであることが好ましい。なお、導
電率の下限値は、特に限定されないが、洗浄に用いる洗浄水との関係から、例えば、0.05
μS/cmとすることができる。
【００４８】
　得られた含水ケーキは、気流乾燥機、振動乾燥機、オーブン等、任意の乾燥方法により
、水分量が１質量％程度となるまで乾燥し、乾燥体とする。当該乾燥体は、任意の方法で
解砕して、トナーとする。当該トナーには、シリカ、酸かチタン等を用いて外添処理を行
うことができる。
【００４９】
　なお、本実施形態においては、呈色性化合物と顕色剤とをカプセル化しているがこれに
限定されるものではない。
【００５０】
　本実施形態のトナーは、通常のトナーと同様に、キャリアと混合されて現像剤として構
成され、例えばMFP（Multi Function Peripheral）などの画像形成装置に搭載されて、記
録媒体への画像形成用に用いられる。
　画像形成工程においては、記録媒体に転写された本実施形態のトナーによるトナー像が
定着温度で加熱される結果、樹脂が溶融して記録媒体に浸透し、その後該樹脂が固化する
ことにより記録媒体に画像が形成される（定着処理）。
【００５１】
　また、記録媒体に形成された画像は、トナーの消色処理を行うことにより消去すること
ができる。具体的な消色処理は、消色開始温度以上の加熱温度で画像が形成された記録媒
体を加熱することにより、結合していた呈色性化合物と顕色剤とを解離させることにより
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行うことができる。
【実施例】
【００５２】
　続いて、本実施形態のトナーについて、以下に示す実施例によってさらに詳細に説明す
る。しかしながら、以下の実施例により本発明が何ら限定されるものではない。
【００５３】
実施例１
１．第１の分散液の調製
　ロイコ染料として３－（２－エトキシ－４－ジエチルアミノフェニル）－３－（１－エ
チル－２－メチルインドール－３－イル）－４－アザフタリド１質量部、顕色剤として２
，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ヘキサフルオロプロパン５質量部、消色剤として
ピメリン酸と２－（４－ベンジルオキシフェニル）エタノールとのジエステル化合物５０
質量部からなる成分を加温溶解し、さらにカプセル化剤として芳香族多価イソシアネート
プレポリマー２０質量部、酢酸エチル４０質量部を混合した溶液を８％ポリビニルアルコ
ール水溶液２５０質量部中に投入した。続いて、乳化分散し、９０℃で約１時間攪拌を続
けた後、反応剤として水溶性脂肪族変性アミン２質量部を添加し、さらに液温を９０℃に
保って約３時間攪拌を続けて無色のカプセル粒子を得た。さらに、このカプセル粒子分散
体を冷凍庫に入れて発色させ、青色の発色粒子分散体を得た。この発色粒子を島津製作所
製ＳＡＬＤ７０００にて測定したところ、その体積平均粒径は２μｍであった。また、完
全消色温度Ｔｈは７９℃で、完全発色温度Ｔｃは－１０℃であった。
【００５４】
２．バインダー樹脂を含有する微粒子の分散液の調製
　バインダー樹脂としてポリエステル樹脂９４質量部（ガラス転移温度４５℃、軟化点１
００℃）、離形剤としてライスワックス５質量部、帯電制御剤として保土谷化学工業製（
ＴＮ－１０５）１質量部を、乾式ミキサーで均一化混合の後、２軸混練機である池貝鉄工
所製ＰＣＭ－４５にて８０度で溶融混練した。得られたトナー組成物を、ピンミルにて２
ｍｍメッシュパスに粉砕し、さらにバンタムミルにて平均粒子径５０μｍに粉砕した。
　次に、界面活性剤としてドデシルベンゼンスルホン酸ナトリウム０．９質量部、ｐＨ調
整剤として、ジメチルアミノエタノール０．４５質量部、イオン交換水６８．６５質量部
と混合し、この水溶液にトナー組成物粉砕物３０質量部を分散させ、真空脱泡を行い分散
液を得た。
　次に、加熱部としてオイルバス中に浸された１２ｍの熱交換用高圧配管、加圧部として
０．１３μｍと０．２８μｍを連装したノズルを含む高圧配管、減圧部として０．４、１
．０、０．７５、１．５、１．０μｍの孔径を有するセルを連装した中圧配管、冷却部と
して水道水にて冷却可能な１２ｍの熱交換配管が設置されたＮＡＮＯ３０００（美粒社製
）を使用し、分散液を、１８０℃、１５０ＭＰａにて微粒化処理を行い、１８０℃を保ち
ながら減圧をした後、３０℃まで冷却しトナー成分粒子分散体を得た。得られた粒子を島
津製作所製ＳＡＬＤ７０００にて測定したところ、その体積平均粒径は０．５μｍであっ
た。
【００５５】
３．凝集、融着工程
　発色粒子分散体１．７質量部、トナー成分粒子分散体１５質量部、イオン交換水８３質
量部を混合し、ホモジナイザー（ＩＫＡ製）にて６５００ｒｐｍにて攪拌しながら、硫酸
アルミニウム水溶液５％水溶液５質量部を添加した。その後、パドル翼が設置された１Ｌ
攪拌槽にて８００ｒｐｍにて攪拌しながら、４０℃まで昇温した。４０℃にて１時間放置
した後、１０％のポリカルボン酸ナトリウム塩水溶液１０質量部を添加し、６８℃まで加
熱し、１時間放置した後、冷却し、青色のトナー分散液を得た。
【００５６】
４．洗浄、乾燥、外添処理工程
　このトナー分散液をろ過、及び全量で１６７０質量部のイオン交換水による洗浄を行っ
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た。洗浄終了時のろ液の導電率（導電率計ＥＳ－５１（堀場製作所社製）を用いて測定、
以下同じ）は８μS/cmであった。また２５℃における洗浄ろ液のｐＨは６．８であった（
他の実施例および比較例も同じ温度条件である）。その後、真空乾燥機にて含水率が１．
０質量％以下になるまで乾燥させ、乾燥粒子を得た。
　乾燥後、添加剤として、疎水性シリカ２質量部、酸化チタン０．５質量部をトナー粒子
表面に付着させ、消色可能なトナーを得た。ベックマンコールター社マルチサイザー３に
て粒子径を測定したところ、５０％体積平均径Ｄｖが９．８μｍであった。また、得られ
たトナーの分散ｐＨを測定したところ、６．５であった。また、トナー中の金属塩含有量
は０．３％であった。
【００５７】
５．評価
　得られたトナーを、シリコーン樹脂で被覆したフェライトキャリアと混合し、東芝テッ
ク製ＭＦＰ（ｅ－ｓｔｕｄｉｏ　４５２０ｃ）にて画像出力をおこなった。定着器温度を
７０℃に設定し、紙送り速度を３０ｍｍ／ｓｅｃに調整し、画像濃度０．７の発色画像が
形成された紙を得た。
　得られた画像が形成された紙を、定着器温度を１５０℃に設定し、紙送り速度２００mm
/secで搬送し、鮮明な消去画像が得られることを確認した。
　また、LL環境下（温度：10℃、湿度：20%、以下同じ）、及びHH環境下（温度：30℃、
湿度：80%、以下同じ）にてシリコーン樹脂で被覆したフェライトキャリアと混合し、帯
電量を測定したところ、その帯電量比はHH／LL=７５％であった。この帯電量比は５０％
以上が好ましい、６５％以上だとさらに好適である。この帯電量比が５０％未満だとトナ
ーの環境依存性が大きく、LL環境下での現像量の制御が出来なくなる、あるいはHH環境下
でトナー飛散が発生してしまう。
【００５８】
実施例２
　発色粒子分散体１．７質量部、トナー成分粒子分散体１５質量部、イオン交換水８３質
量部を混合し、ホモジナイザー（ＩＫＡ製）にて６５００ｒｐｍにて攪拌しながら、塩酸
水溶液０.５％水溶液１０質量部を添加した後、パドル翼が設置された１Ｌ攪拌槽にて８
００ｒｐｍにて攪拌しながら、４０℃まで昇温した。４０℃にて１時間放置した後、ジメ
チルアミノエタノール５％水溶液１０質量部を添加し、７０℃まで加熱し、１時間放置し
た後、冷却し、青色のトナー分散液を得た。
【００５９】
　次に、このトナー分散液をろ過、及び全量で１０００質量部のイオン交換水による洗浄
を行った。洗浄終了時のろ液の導電率は7μS/cmであった。また洗浄ろ液のｐＨは7.5であ
った。その後、真空乾燥機にて含水率が１．０質量％以下になるまで乾燥させ、乾燥粒子
を得た。
　乾燥後、添加剤として、疎水性シリカ２質量部、酸化チタン０．５質量部をトナー粒子
表面に付着させ、消色可能なトナーを得た。ベックマンコールター社マルチサイザー３に
て粒子径を測定したところ、５０％体積平均径Ｄｖが８．５μｍであった。また、得られ
たトナーの分散pHを測定したところ、６．９であった。また、トナー中の金属塩含有量は
０％であった。
【００６０】
　得られたトナーを、シリコーン樹脂で被覆したフェライトキャリアと混合し、東芝テッ
ク製ＭＦＰ（ｅ－ｓｔｕｄｉｏ　４５２０ｃ）にて画像出力をおこなった。定着器温度を
７０℃に設定し、紙送り速度を３０ｍｍ／ｓｅｃに調整し、画像濃度０．８の発色画像が
形成された紙を得た。
　得られた画像が形成された紙を、定着器温度を１５０℃に設定し、紙送り速度200mm/se
cで搬送し、鮮明な消去画像が得られることを確認した。
　また、LL環境下、及びHH環境下にてシリコーン樹脂で被覆したフェライトキャリアと混
合し、帯電量を測定したところ、その帯電量比はHH／LL=７９％であった。
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【００６１】
実施例３
　発色粒子分散体１．７質量部、トナー成分粒子分散体１５質量部、イオン交換水８３質
量部を混合し、ホモジナイザー（ＩＫＡ製）にて６５００ｒｐｍにて攪拌しながら、硫酸
アルミニウム水溶液５％水溶液５質量部を添加した後、パドル翼が設置された１Ｌ攪拌槽
にて８００ｒｐｍにて攪拌しながら、４０℃まで昇温した。４０℃にて１時間放置した後
、ジメチルアミノエタノール５％水溶液１０質量部６８℃まで加熱し、１時間放置した後
、冷却し、青色のトナー分散液を得た。
　次に、このトナー分散液をろ過、及び全量で１０００質量部のイオン交換水による洗浄
を行った。洗浄終了時のろ液の導電率は15μS/cmであった。また洗浄ろ液のｐＨは7.7で
あった。その後、真空乾燥機にて含水率が１．０質量％以下になるまで乾燥させ、乾燥粒
子を得た。
　乾燥後、添加剤として、疎水性シリカ２質量部、酸化チタン０．５質量部をトナー粒子
表面に付着させ、消色可能なトナーを得た。ベックマンコールター社マルチサイザー３に
て粒子径を測定したところ、５０％体積平均径Ｄｖが１０．１μｍであった。また、得ら
れたトナーの分散ｐＨを測定したところ、７．５であった。また、トナー中の金属塩含有
量は０．８％であった。
【００６２】
　得られたトナーを、シリコーン樹脂で被覆したフェライトキャリアと混合し、東芝テッ
ク製ＭＦＰ（ｅ－ｓｔｕｄｉｏ　４５２０ｃ）にて画像出力をおこなった。定着器温度を
７０℃に設定し、紙送り速度を３０ｍｍ／ｓｅｃに調整し、画像濃度０．８の発色画像が
形成された紙を得た。
　得られた画像が形成された紙を、定着器温度を１５０℃に設定し、紙送り速度200mm/se
cで搬送し、鮮明な消去画像が得られることを確認した。
　また、LL環境下、及びHH環境下にてシリコーン樹脂で被覆したフェライトキャリアと混
合し、帯電量を測定したところ、その帯電量比はHH／LL=６７％であった。
【００６３】
実施例４
　３０００質量部のイオン交換水による洗浄を行った以外は実施例１と同様の方法により
トナーを製造した。その際、洗浄終了時のろ液の導電率は１μS/cmであった。また洗浄ろ
液のｐＨは６．２であった。その後、真空乾燥機にて含水率が１．０質量％以下になるま
で乾燥させ、乾燥粒子を得た。
　乾燥後、添加剤として、疎水性シリカ２質量部、酸化チタン０．５質量部をトナー粒子
表面に付着させ、消色可能なトナーを得た。ベックマンコールター社マルチサイザー３に
て粒子径を測定したところ、５０％体積平均径Ｄｖが９．８μｍであった。また、得られ
たトナーの分散ｐＨを測定したところ、６．３であった。また、トナー中の金属塩含有量
は０．１％であった。
【００６４】
　得られたトナーを、シリコーン樹脂で被覆したフェライトキャリアと混合し、東芝テッ
ク製ＭＦＰ（ｅ－ｓｔｕｄｉｏ　４５２０ｃ）にて画像出力をおこなった。定着器温度を
７０℃に設定し、紙送り速度を３０ｍｍ／ｓｅｃに調整し、画像濃度１．０の発色画像が
形成された紙を得た。
　得られた画像が形成された紙を、定着器温度を１５０℃に設定し、紙送り速度200mm/se
cで搬送し、鮮明な消去画像が得られることを確認した。
　また、LL環境下、及びHH環境下にてシリコーン樹脂で被覆したフェライトキャリアと混
合し、帯電量を測定したところ、その帯電量比はHH／LL=８２％であった。
【００６５】
実施例５
　５００質量部のイオン交換水による洗浄を行った以外は実施例１と同様の方法によりト
ナーを製造した。洗浄終了時のろ液の導電率は17μS/cmであった。また洗浄ろ液のｐＨは
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8.9であった。乾燥後、添加剤として、疎水性シリカ２質量部、酸化チタン０．５質量部
をトナー粒子表面に付着させ、消色可能なトナーを得た。ベックマンコールター社マルチ
サイザー３にて粒子径を測定したところ、５０％体積平均径Ｄｖが９．８μｍであった。
また、得られたトナーの分散ｐＨを測定したところ、８．７であった。また、トナー中の
金属塩含有量は０．８％であった。
【００６６】
　得られたトナーを、シリコーン樹脂で被覆したフェライトキャリアと混合し、東芝テッ
ク製ＭＦＰ（ｅ－ｓｔｕｄｉｏ　４５２０ｃ）にて画像出力をおこなった。定着器温度を
７０℃に設定し、紙送り速度を３０ｍｍ／ｓｅｃに調整し、画像濃度０．７の発色画像が
形成された紙を得た。
　得られた画像が形成された紙を、定着器温度を１５０℃に設定し、紙送り速度200mm/se
cで搬送し、鮮明な消去画像消去画像が得られることを確認した。
　また、LL環境下、及びHH環境下にてシリコーン樹脂で被覆したフェライトキャリアと混
合し、帯電量を測定したところ、その帯電量比はHH／LL=５１％であった。
【００６７】
比較例１
　トナー分散液を　ろ過及び全量で１６７質量部のイオン交換水による洗浄を行う以外は
実施例1と同様の方法でトナーを作成した。洗浄終了時のろ液の導電率は32μS/cmであっ
た。また洗浄ろ液のｐＨは9.8であった。
乾燥後、添加剤として、疎水性シリカ２質量部、酸化チタン０．５質量部をトナー粒子表
面に付着させ、消色可能なトナーを得た。ベックマンコールター社マルチサイザー３にて
粒子径を測定したところ、５０％体積平均径Ｄｖが９．８μｍであった。また、得られた
トナーの分散pHを測定したところ９．２であった。また、トナー中の金属塩含有量は０．
９％であった。
【００６８】
　得られたトナーを、シリコーン樹脂で被覆したフェライトキャリアと混合し、東芝テッ
ク製ＭＦＰ（ｅ－ｓｔｕｄｉｏ　４５２０ｃ）にて画像出力をおこなった。定着器温度を
７０℃に設定し、紙送り速度を３０ｍｍ／ｓｅｃに調整し、画像濃度０．２の不鮮明な画
像が形成された紙が得られた。
　得られた画像が形成された紙を、定着器温度を１５０℃に設定し、紙送り速度200mm/se
cで搬送し、鮮明な消去画像が得られることを確認した。
　また、LL環境下、及びHH環境下にてシリコーン樹脂で被覆したフェライトキャリアと混
合し、帯電量を測定したところ、その帯電量比はHH／LL=３２％であった。
【００６９】
比較例２
　発色粒子分散体１．７質量部、トナー成分粒子分散体１５質量部、イオン交換水８３質
量部を混合し、ホモジナイザー（ＩＫＡ製）にて６５００ｒｐｍにて攪拌しながら、硫酸
アルミニウム水溶液１０％水溶液５質量部を添加した後、パドル翼が設置された１Ｌ攪拌
槽にて８００ｒｐｍにて攪拌しながら、４０℃まで昇温した。４０℃にて１時間放置した
後、１０％のポリカルボン酸ナトリウム塩水溶液１０質量部を添加し、６８℃まで加熱し
、１時間放置した後、冷却し、青色のトナー分散液を得た。
　次に、このトナー分散液をろ過及び全量で１６７０質量部のイオン交換水による洗浄を
行った。洗浄終了時のろ液の導電率は14μS/cmであった。また洗浄ろ液のｐＨは6.0であ
った。その後、真空乾燥機にて含水率が１．０質量％以下になるまで乾燥させ、乾燥粒子
を得た。
　乾燥後、添加剤として、疎水性シリカ２質量部、酸化チタン０．５質量部をトナー粒子
表面に付着させ、消色可能なトナーを得た。ベックマンコールター社マルチサイザー３に
て粒子径を測定したところ、５０％体積平均径Ｄｖが１２．１μｍであった。また、得ら
れたトナーの分散pHを測定したところ、５．７であった。また、トナー中の金属塩含有量
は１．８％であった。
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【００７０】
　得られたトナーを、シリコーン樹脂で被覆したフェライトキャリアと混合し、東芝テッ
ク製ＭＦＰ（ｅ－ｓｔｕｄｉｏ　４５２０ｃ）にて画像出力をおこなった。定着器温度を
７０℃に設定し、紙送り速度を３０ｍｍ／ｓｅｃに調整し、画像濃度０．６の発色画像が
形成された紙を得た。
　得られた画像が形成された紙を、定着器温度を１５０℃に設定し、紙送り速度２００mm
/secで搬送したところ、部分的に着色した箇所が残り、画像の消去は不完全であった。
　また、LL環境下、及びHH環境下にてシリコーン樹脂で被覆したフェライトキャリアと混
合し、帯電量を測定したところ、その帯電量比はHH／LL=６７％であった。
【００７１】
比較例３
　発色粒子分散体Ｃ１．７質量部、トナー成分粒子分散体１５質量部、イオン交換水８３
質量部を混合し、ホモジナイザー（ＩＫＡ製）にて６５００ｒｐｍにて攪拌しながら、硫
酸アルミニウム水溶液１０％水溶液１０質量部を添加した後、パドル翼が設置された１Ｌ
攪拌槽にて８００ｒｐｍにて攪拌しながら、４０℃まで昇温した。４０℃にて１時間放置
した後、１０％のポリカルボン酸ナトリウム塩水溶液１０質量部を添加し、６８℃まで加
熱し、１時間放置した後、冷却し、青色のトナー分散液を得た。
　次に、このトナー分散液をろ過及び全量で２５００質量部のイオン交換水による洗浄を
行った。洗浄終了時のろ液の導電率は9μS/cmであった。また洗浄ろ液のｐＨは6.4であっ
た。その後、真空乾燥機にて含水率が１．０質量％以下になるまで乾燥させ、乾燥粒子を
得た。
　乾燥後、添加剤として、疎水性シリカ２質量部、酸化チタン０．５質量部をトナー粒子
表面に付着させ、消色可能なトナーを得た。ベックマンコールター社マルチサイザー３に
て粒子径を測定したところ、５０％体積平均径Ｄｖが１０．３μｍであった。また、得ら
れたトナーの分散pHを測定したところ、６．３であった。また、トナー中の金属塩含有量
は１．４％であった。
【００７２】
　得られたトナーを、シリコーン樹脂で被覆したフェライトキャリアと混合し、東芝テッ
ク製ＭＦＰ（ｅ－ｓｔｕｄｉｏ　４５２０ｃ）にて画像出力をおこなった。定着器温度を
７０℃に設定し、紙送り速度を３０ｍｍ／ｓｅｃに調整し、画像濃度０．７の発色画像が
形成された紙を得た。
　得られた画像が形成された紙を、定着器温度を１５０℃に設定し、紙送り速度２００mm
/secで搬送したところ、部分的に着色した箇所が残り、画像の消去は不完全であった。
　また、LL環境下、及びHH環境下にてシリコーン樹脂で被覆したフェライトキャリアと混
合し、帯電量を測定したところ、その帯電量比はHH／LL=７６％であった。
【００７３】
　なお、分散ｐＨの値は、トナーにｐH５．５～７の純水をトナーと純水との割合が１：
１０となるように加え、超音波分散機により１０分間分散処理を行った後、分散液をろ過
してそのろ液のｐHを測定することにより得た。
　また、硫酸アルミニウムの含有量は、以下の方法により測定した。まず、トナー材料と
濃度既知である硫酸アルミニウムを含有した粉体を加圧成型機により成型し、蛍光X線分
析により検量線を作成した。次に、各実施例で作成したトナーを加圧成型機によりペレッ
ト状に成型した後蛍光X線分析に供し、検量線からトナー中の硫酸アルミニウム含有量を
算出した。
【００７４】
　発色性は、マクベス濃度計により画像濃度として評価した。
　消色性は、目視により評価した。
【００７５】
　図３から理解されるように、分散ｐＨの値が６～9である実施例は、いずれも比較例と
比較して消色操作により画像濃度を小さくすることができることが理解できる。また、酸
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性の金属塩の割合を１質量％以下とすることで、消色処理を行った際のより画像濃度を小
さくすることができる。さらに、分散ｐＨの値を６～７.５とすることで、環境変動を良
好、かつ消色処理を行った際の画像濃度を小さくすることができる。
【００７６】
　本発明は、その精神または主要な特徴から逸脱することなく、他の様々な形で実施する
ことができる。そのため、前述の実施の形態はあらゆる点で単なる例示に過ぎず、限定的
に解釈してはならない。本発明の範囲は、特許請求の範囲によって示すものであって、明
細書本文には、なんら拘束されない。さらに、特許請求の範囲の均等範囲に属する全ての
変形、様々な改良、代替および改質は、すべて本発明の範囲内のものである。
　以上に詳述したように、この明細書に記載の技術によれば、消色操作によってより画像
濃度を小さくすることができる電子写真用トナーを提供することができる。
 

【図１】 【図２】
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